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（様式１－５：公共建築物） 

施 設 整 備 （ 変 更 ） 計 画 書 

（記入例） 

 アイランドシティ環境配慮指針に基づき施設整備（変更）計画書を届出します。この計画書及

び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

  年  月  日 

（あて先）福 岡 市 長 

 

               申請者住所（法人にあっては所在地） 

 

               申請者氏名（法人にあっては法人名及び代表者氏名） 

                                       

 

<<施設概要>> 

【敷地の地名地番】 

【 施 設 の 名 称 】 

【 主 要 用 途 】 小･中学校，ポンプ場など 

【延べ面積(建物全体)】届 出 部 分： 800  ㎡ 

              内 訳： 

    届出以外の部分：     ㎡ 

          合     計： 800   ㎡ 

【 申 請 棟 数 】     １ 棟（届出以外    棟） 

【建築物の構造】 （ ３ ）階 

☒ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 □ 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 □ 鉄骨造 □ その他(    ） 

【 工 事 の 予 定 】 工事着手予定     ○年 ○月 ○日 

工事完了予定     ○年 ○月 ○日 
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<<建築物及びその敷地に関する事項>> 

 

【工事種別】 ☒新築 □増築 □改築 （該当する種別に×を記す。） 

【敷地面積】 （  2,000  ）㎡ 

【内訳：延べ面積】   （届 出 部 分）（届出以外の部分）（ 小   計 ） 

 ［建築物全体］    （   800    ）（       ）（   800    ）㎡ 

 ［自動車車庫等部分］ （       ）（       ）（       ）㎡ 

 ［その他］      （       ）（       ）（       ）㎡ 

                         ［合 計］（   800   ）㎡  

【内訳：水平投影面積】  （届 出 部 分）（届出以外の部分）（ 小   計 ） 

 ［建築物部分］     （   350   ）（       ）（   350   ）㎡ 

 ［自動車車庫等部分］  （       ）（        ）（       ）㎡ 

 ［その他］       （        ）（       ）（       ）㎡ 

                         ［合 計］（   350   ）㎡  

【緑化面積】       （届出部分）（届出以外）（ 小 計 ）（緑化率＝小計/敷地面積） 

［地  表］      （ 700  ）（     ）（ 700  ）㎡（ 35  ）％ 

［屋上(立体駐車場含む)］（    ）（    ）（    ）㎡（    ）％ 

［壁面(立体駐車場含む)］（    ）（    ）（    ）㎡（    ）％ 

［合 計］（ 700   ）㎡（ 35  ）％ 

【環境配慮対策実施状況】 

   別  添（チェックシート）：必要により、実施内容についての説明やカタログ等を添付 

【添付図面】 

  周辺見取り図，施設平面図，各階平面図（窓・換気系統記載），立断面図，緑化図 

【備考】 
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 [公共建築物整備] チェックシート 

目標像 
キーコン

セプト 

基本的配慮事

項 

環境配慮 

対策 
実施内容 

導入

水準 

適合

有無 
備   考 

目
標
１
：
豊
か
な
自
然
環
境
と
共
生
す
る
ま
ち
の
創
造 

自然環境

との共生 

 生き物生息

環境の創造 

 ビオトープネットワークの

形成 

[学校] 

 中庭等の整備に当たっては、緑化

を進めるとともに、児童・生徒、

及び地域住民によるビオトープ整

備を行う。 

１  面積 

図面 

[供給処理施設] 

 域内緑化に当たっては、一部にビ

オトープの整備を行う。 

３  面積 

図面 

 生物多様性に配慮した植生

の確保 

 緑化にあたっては生物多様性に配

慮した植生を確保する。 

１  植生等を記載 

 敷地内緑化

の推進 

 身近な緑の

整備 

・垣・柵  道路、公園及び緑地沿いにおいて

は生け垣等により緑化する。 

１  緑化図 

・外構  道路、公園及び緑地沿いにおいて

は緑地空間又は歩道上空地を確保

する。 

１  緑化図 

 道路、公園及び緑地沿いにおいて

は、緑の連続性を確保する。 

１  緑化図 

 屋外に駐車場を整備する場合は、

周辺部、仕切り部分等を緑化する。 

１  緑化率 

・建物等の緑

化 

 屋上や壁面を緑化する。 １  立断面図等 

 立体駐車場等を整備する場合は、

屋上や壁面を緑化する。 

１  立断面図等 

・緑化率 [官公署施設] 

 敷地面積の 20～30％程度の緑化を

行う。 

１  緑化率 

[厚生施設（病院・福祉施設等）、文

教施設（学校等）] 

 敷地面積の 20％程度の緑化を行

う。 

１  緑化率 

[供給施設（電力変電所、ｶﾞｽｶﾞﾊﾞﾅｰ

等）、処理施設（下水処理場等）] 

 敷地面積の 20～35％程度の緑化を

行う。 

１  緑化率 

[運輸施設（ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅ等）] 

 敷地面積の 20～45％程度の緑化を

行う。 

１  緑化率 

 修景・親水

空間の形成 

 敷地内での親水化  敷地内緑化に当たっては、雨水等

を利用した親水空間を整備する。 

２  平面図 

 人工被覆の

抑制 

 空地の緑化  敷地内の空地部分を緑化する。 １  緑化図 

目
標
２
：
ス
ト
ッ
プ
・
ザ
・
温
暖
化
の
ま
ち
の
創
造 

省エネル

ギーの推

進 

 エネルギー

負荷の抑制 

 日照・風の流れに配慮した施

設整備 

 日照や風の流れに配慮した施設配

置・形状とする。 

１  平面図 

 高断熱・高気密化  特定建築物については、「エネル

ギーの使用の合理化に関する法

律」に基づき設定された省エネル

ギー基準(PAL)以上の対策とする。 

１  PAL 値（適合の有

無）  日射調節 ・庇、ブライ

ンド、熱の透

過性が低い高

性能ガラス、

パーゴラ等 

 特定建築物以外については、「エ

ネルギーの使用の合理化に関する

法律」に基づき設定された省エネ

ルギー基準（PAL）を遵守するよう

努める。 

２  資料等を添付 

 自然採光 ･適切な開口

部、天窓、側

窓、ライトコ

ート等 

 基本的対策として確保する。ただ

し、冷暖房負荷の増大要因となら

ないよう適切な配置・形状とする。 

１  平面図 

 通風性の確

保 

･適切な開口

部等 

 基本的対策として確保する。 １  平面図 

 

適合の有無を

○×で記載 
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[公共建築物整備]  チェックシート 

目標像 
キーコン

セプト 

基本的配慮事

項 

環境配慮 

対策 
実施内容 

導入

水準 

適合

有無 
備   考 

目
標
２
：
ス
ト
ッ
プ
・
ザ
・
温
暖
化
の
ま
ち
の
創
造 

省エネル

ギーの推

進 

 エネルギー

の効率的利

用の推進 

 節電システ

ムの導入 

･ＬＥＤ等節

電型照明、調

光システム、

省 エ ネ 型 空

調、省エネ型

エレベータ、

換気装置等 

 省エネルギー機器（節電型の機器

等）を設置する。 

１  機器のカタログ等

を添付 

 特定建築物については、「エネル

ギーの使用の合理化に関する法

律」に基づき設定された省エネル

ギー基準(CEC)以上の省エネ対策

とする。 

１  CEC 値（適合の有

無） 

 特定建築物以外の建築物について

は、「エネルギーの使用の合理化

に関する法律」に基づき設定され

た省エネルギー基準(CEC)を遵守

する。 

２  資料等を添付 

 エネルギー使用量やＣＯ２

排出量の見える化 

 計測したエネルギー消費量やＣＯ

２排出量等を、モニター等により

施設への来訪者等にわかりやすく

表示するシステムを導入する。 

１  資料等を添付 

 省エネルギ

ーコントロ

ール 

･ビル・エネル

ギー・マネジ

メント・シス

テム（BEMS） 

 規模が大きい公共建築物ではＢＥ

ＭＳを導入する。 

２  資料等を添付 

 コージェネ

レーション

システム 

･燃料電池シ

ステム、ガス

エンジン等 

 熱負荷の大きい施設ではコージェ

ネレーションシステムを導入す

る。 

２  カタログ等を添付

（CO2 削減量を含

む） 

 高効率給湯

器の導入 

・高効率給湯

器 

 潜熱回収型給湯器（ｴｺｼﾞｮｰｽﾞ）、自

然冷媒ヒートポンプ給湯器（ｴｺｷｭｰ

ﾄ）等を導入する。 

１  カタログ等を添付

（CO2 削減量を含

む） 

 電力負荷平

準化システ

ム 

･蓄熱システ

ム、蓄電シス

テム、ガス冷

房システム等 

 施設の特性に合わせて電力負荷平

準化システムを導入する。 

２  資料等を添付 

 エネルギーの面的利用  地域冷暖房システムや建物間熱融

通などのエネルギー面的利用シス

テムを導入する。 

３  資料等を添付 

 ＡＥＭＳ（ｴﾘｱ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ）、スマートグリッド 

 地域レベルのエネルギーマネジメ

ントシステムや、再生可能エネル

ギーの集中導入などに対応するス

マートグリッド等を導入する。 

３  資料等を添付 

 ＺＥＢ（ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾋﾞ

ﾙ） 

 建築物（施設）をＺＥＢ化する。 ２  資料等を添付 

再生可能

エネルギ

ーの利用 

 自然エネル

ギーの利用

推進 

 太陽光など未利用自然エネ

ルギーの活用 

 建物の屋上や壁面等を活用して太

陽光発電システム等を導入する。 

１  カタログ等を添付

（出力） 

 太陽光発電システム、風力発電シ

ステム等を利用した屋外灯等を導

入する。 

１  カタログ等を添付

（出力） 

 給湯負荷や暖房負荷の大きな施設

では太陽熱利用システムを導入す

る。 

２  カタログ等を添付

（CO2 削減量を含

む） 

 未利用エネ

ルギーの利

用推進 

 熱回収利用 ・冷房排熱利

用等 

 年間を通じて冷房負荷が考えられ

る施設では、冷房排熱の回収・有

効利用を行う。 

２  資料等を添付 

 バイオマスエネルギー  規模が大きな建築物（施設）では、

排出する生ごみのメタン発酵等に

より得られるバイオマスエネルギ

ーを利用する。 

３  資料等を添付 
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[公共建築物整備]  チェックシート 

目標像 
キーコン

セプト 

基本的配慮事

項 

環境配慮 

対策 
実施内容 

導入

水準 

適合

有無 
備   考 

 
 

温
暖
化
の
ま
ち
の
創
造 

目
標
２
：
ス
ト
ッ
プ
・
ザ
・ 

ＣＯ２の

固定化 

 木材系資材

の利用推進 

 建築物等への利用  耐火建築物とすること又は主要構

造部を耐火構造とすることが求め

られていない低層の建物（ただし

木造化に適しない用途のものを除

く）において、木造化や内装等の

木質化を行う。 

１  資料等を添付 

 上記以外の建物においては、内装

等を木質化する。 

１  資料等を添付 

交
通
を
取
り
入
れ
た
ま
ち
の
創
造 

目
標
３
：
人
と
環
境
に
や
さ
し
い 

自転車利

用の推進 

 自転車利用

環境の整備 

 駐輪場整備  一般の利用が考えられる公共施設

内に十分な広さの駐輪場を整備す

る。 

１  面積 

 駅舎周辺など集客性が高い地区に

は、十分な広さの駐輪場を整備す

る。 

１  面積 

 駐輪場は利用しやすい位置に確保

する。 

１  平面図 

自動車交

通の負荷

抑制 

 次世代自動

車等の利用

推進 

 次世代自動車等の利用環境

整備 

 充電設備を設置する。 １  資料等を添付 

目
標
４
：
水
や
資
源
を
生
か
す
ま
ち
の
創
造 

水資源の

有効利用 

 高度な節水

対策の推進 

 節水型機器の利用  使用機器は節水型とする。 １  カタログ等を添付 

 雨水の有効

利用の推進 

 保水の確保(*)  空地部分は、緑化等により雨水浸

透を行う。 

１  平面図 

 地上に駐車場を整備する場合に

は、緑化や透水性舗装等により雨

水浸透を行う。 

１  平面図 

 雨水の修景用水利用  雨水を修景や親水用として利用す

る。 

１  資料等を添付 

 下水再生水

の利用推進 

 雑用水道システムの導入  雑用水として、下水再生水を利用

する。（再生水供給区域のみを対

象） 

１  再生水利用承認通

知書 

循環型シ

ステムの

形成 

 リサイクル

品の利用推

進 

 建築物、敷地内通路、オープ

ンスペース等への利用 

 福岡市グリーン購入ガイドライン

「15.公共工事」に示される再生資

材を利用する。 

１  リサイクル堆肥等

を記載 

 リサイクル鋼材等を利用する。 

 

１  品目等を記載 

 リサイクル

活動拠点の

整備 

 一時ストック  リサイクル促進のための一時スト

ックスペースを整備する。 

１  平面図 

 リサイクル活動支援  多数の来訪者がある施設では、住

民や、就業者、ＮＧＯ／ＮＰＯに

よるリサイクル活動を支援する施

設（スペース）を整備する。 

１  平面図 

 ライフサイ

クルでみた

省資源対策

の推進 

 建設廃棄物の発生抑制  再生利用・再使用が可能な建設資

材および工法を選定する。 

２  内容等を記載 

 建設物の長期利用のための

高耐久化 

 建設物の維持管理の容易性、改

修・更新への対応性を確保する。 

２  証明書等を添付 

 高耐久材料の使用など躯体の劣化

対策を講じる。 

２  証明書等を添付 

持
続
可
能
な
ま
ち
の
創
造 

目
標
５
：
地
域
で
支
え
る 

持続的な

環境配慮

活動・共働

の推進 

 地域コミュ

ニティ等に

よる環境管

理の推進 

 コミュニティ活動拠点の整

備 

 ＮＰＯ等の活動支援 

 公共建築物の用途に応じて、住

民・ＮＰＯ等の活動拠点（ｽﾍﾟｰｽ）

を整備する。 

１  平面図 
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[公共建築物整備]  チェックシート 

目標像 
キーコン

セプト 

基本的配慮

事項 

環境配慮 

対策 
実施内容 

導入

水準 

適合

有無 
備   考 

ＣＡＳＢＥＥ  ＣＡＳＢＥＥ福岡における評

価 

 ＣＡＳＢＥＥ福岡Ａランクを取得

する。 

１  証明書等を添付 

 ＣＡＳＢＥＥ福岡Ｓランクを取得

する。 

２  証明書等を添付 

 延べ面積 5,000 ㎡以下の建物につ

いてもＣＡＳＢＥＥ福岡による評

価を行い、Ｂ＋ランク以上を取得す

る。 

２  証明書等を添付 

 


